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「新庁舎建設事業における参加要件等に関するアンケート実施結果」について 

 

１ アンケート結果の概要 

⑴ 目的 

新庁舎の建設計画を進める中、設計・施工の一括発注方式の採用にあたり、本市と建設参加事業

者との相互理解を図り、事業者が参加しやすく、またノウハウを取り込みやすい選定方式等を取り

まとめるため、マーケット調査として実施した。 

⑵ 実施内容 

アンケート応募の希望があった事業者へアンケート回答様式を送付し、記入のうえ返信する方式

で調査を実施した。また、市内施工者、市外施工者、設計事務所の 3つの区分でアンケート調査を

実施した。 

⑶ 応募資格 

平成 29年 11月 1日時点で米沢市競争入札参加者登録簿に登録している事業者。 

⑷ 調査期間 

平成 29年 11月 1日（水）から 11月 27日（月）まで 

⑸ 回答者数 

市内施工者：13社   市外施工者：18社    設計事務所：9社 

⑹ 追加調査 

市内施工者の施工実績について確認するため、平成 30年 1月 15日～19日の期間で追加調査を実

施した。 

⑺ アンケート回答の概要 

主なアンケート項目 主な回答内容 

参加資格要件につい

て 

※免震構造・5,000

㎡以上・官公庁庁舎

の設計及び施工実績

（H19年以降、元請

または JV代表、全面

建替えに限る。）が

ある事業者とした場

合 

[市内施工者] 

 設計実績は確認できなかった。 

 施工実績は実績有が 2社（いずれも電気設備工事の実績）、一部条件を緩和

すれば有が 7社、無が 4社という結果であった。 

 条件緩和の主な内容は、免震構造や官公庁庁舎という条件の緩和であった。 

[市外施工者] 

 設計実績は実績有が 4社、一部条件を緩和すれば有が 5社、無が 9社という

結果であった。 

 施工実績は実績有が 11社、一部条件を緩和すれば有が 3社、無が 4社とい

う結果であった。 

[設計事務所] 

 実績有が 5社、一部条件を緩和すれば有が 3社、無が 1社という結果であっ

た。 

設計施工の設定期間

について 

※平成30年9月契約

から平成33年3月ま

でとした場合 

[市内施工者] 

 条件が合えば実現可能と考えるが 10社と最も多かった。 

 条件としては、冬期間施工可能な大規模な仮設経費等を盛込んだ予定価格 

の設定、建築確認等が早急に進むような配慮、精算金額の議決が遅れないこ

と、市内業者が一致団結して施工するなどであった。 
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[市外施工者] 

 条件が合えば実現可能と考えるが 11社と最も多かった。 

 条件としては基本設計期間の短縮、施工計画を実施設計に反映、設計施工一

括発注方式による資材の先行発注、外装や外構、植栽工事を冬期前に完了降

雪対策費用の計上、施工エリアの確保などであった。 

[設計事務所] 

 条件が合えば実現可能と考えるが 7社と最も多かった。 

 条件としては平面形状や申請業務の工夫。後戻りの無い設計と施工。市役所

内部での迅速な検討、決定。などであった。 

米沢市内企業と市外

企業の JVを条件と

することについて 

（設計事務所につい

ては、工事会社との

JV方式または参加

グループの構成員と

しての参画につい

て） 

[市内施工者] 

 JV方式での入札に関心があるが 7社と最も多く、その他が 5社となった。 

 意見としては、免震構造工事の施工と職人不足による工期遅延を考慮すると

大手企業との JVにしぼられる、市内施工者の JVでも施工できると考えてい

るなどであった 

[市外施工者] 

 検討が必要が 10社と最も多かった。 

 意見としては、市内施工者の会社数によっては参加資格が限定される、条件

は緩いほうが望ましい、山形県内の施工者まで範囲を広げることが望ましい

などであった。 

[設計事務所] 

 問題ないが 5社と最も多く、検討が必要が 3社となった。 

 検討が必要の意見としては、出資割合による、業務分担、内容による。など

であった。 

地域振興への寄与度

が高いと考える対策

について 

（高いと回答が多か

った順に記載） 

[市内施工者] 

 ①工事区分の分離が 10社、②市内企業への労務等の発注、市内企業からの

資材購入が各 5社、③市内企業と市内企業の JV組成、その他市内企業から

の調達が各 4社であった。 

 市外施工者との JVは地域振興の寄与度は低いという回答もあった。 

[市外施工者] 

 ①市内企業への労務等の発注が 13社、②工事区分の分離が 12社、③その他

市内企業からの調達 10社、④市内企業と市外企業の JV組成、その他市内企

業からの調達が各 9社であった 

[設計事務所] 

 ①市内企業への労務等の発注、市内企業からの資材購入、その他市内企業か

らの調達が各 7社、②市内企業と市外企業の JV組成が 6社、③工事区分の

分離が 4社であった。 
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２ 区分ごとのアンケート結果の抜粋 

⑴ 市内施工者（回答 13社） 

①回答者について（回答者の主たる受注種目）  ②本事業への関心について 

建築一式 9   大いに関心がある 12 

 電気（電気設備工事） 2   関心はあるが条件による 1 

 管（空調・衛生設備工事） 1   関心はない 0 

 土木一式 1     

                     

③設計施工一括発注方式における、同種実績を参加要件とすることについて（入札参加条件として求

める同種実績の有無を確認） 

 ア．設計業務の完了実績として、5,000㎡

以上かつ免震構造の官公庁庁舎とした

場合（平成 19年以降、元請又は JV代表、

全面建替えに限る。） 

  イ．施工業務の完了実績として、5,000㎡

以上かつ免震構造の官公庁庁舎とした

場合（平成 19年以降、元請又は JV代表、

全面建替えに限る。） 

 実績有り 0   実績有り ※1 2 

 一部条件を緩和すれば有り 0   一部条件を緩和すれば有り ※2 7 

 無し 13   無し 4 

 ※1 実績内容 

2社とも電気設備工事の実績。 

 ※2 一部条件を緩和すれば有りの内容 

区分 1 官公庁庁舎、平成 19年以降という条件を緩和すれば有り 1社 

(免震構造、5,000㎡以上の共同住宅の実績あり) 

 区分 2 免震構造、官公庁庁舎という条件を緩和すれば有り 4社 

(5,000㎡以上の建築物の実績あり) 

 区分 3 免震構造、官公庁庁舎、元請若しくは JV代表という条件を緩和すれば有り 2社 

(5,000㎡以上の建築物の JV構成員の実績あり) 

       

④本事業における設定期間について（現在想定している工期の実現性の確認） 

 ア．平成 30年 9月契約から平成 33年 3月までの設計施工期間（基本設計含む）について 

 実現可能と考える 2    

 条件が合えば実現可能と考える ※3 10     

 難しいと考える 1     

 ※3 条件についての意見 

冬期間施工可能な大規模な仮設経費等を盛込んだ予定価格の設定。建築確認等が早急に進むよ

うな配慮。精算金額の議決が遅れないこと。市内業者が一致団結して施工する。など 
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⑤本事業の各期間における体制等の状況について(他社との協業体制への関心や労務確保の状況を確認) 

 ア．市外の施工会社との JV方式（出資比

率 30％以上）での参加について 

  イ．工事協力会社及び労務の確保について 

 JV方式での入札に関心がある ※4 7   問題ない 4 

 協力会社としての受注が望ましい 1   職種により長期的な検討が必要 7 

 その他 ※5 5   体制構築は難しい 2 

 ※4 JV方式での入札に関心があるの回答者の意見 

地域振興のため、出資割合を市外施工者 60％、市内施工者 40％にしてほしい。免震構造工事

の施工と職人不足による工期遅延を考慮すると、大手企業との JV にしぼられる。地元業者とし

て施工実績のある大手業者と JVを組み協力していきたい。など 

 ※5 その他の回答者の意見 

市外の施工会社との JVや協力会社としての受注を考えていない。市内施工者の JVでも施工で

きると考えている。市外施工者との JV とした場合、建設費、資材、労務を市外、県外からの調

達となり地域振興につながらない。など 

  

⑥地域振興対策について（地域振興へ寄与する対策の度合いを、受注者側がどう捉えているかを確認） 

 区分 高い 
どちらとも

言えない 
低い 

 ア．工事区分の分離（外構工事その他） 10 0 3 

 イ．市外企業と市内企業の JV組成 4 2 7 

 ウ．市内企業への労務等の発注（協力企業） 5 4 4 

 エ．市内企業からの資材購入 5 5 3 

 オ．その他市内企業からの調達 4 5 4 
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⑵ 市外施工者（回答 18社） 

①本事業への関心について  ②入札参加判断において重視する条件 

大いに関心がある 9   施設規模 4 

 関心はあるが条件による ※1 9   参加資格要件 10 

 関心はない 0   事業費 4 

 ※1 条件についての意見 

 参加要件（資格者要件、監理技術者）、事業概要（設計条件、着工時期）等 

             

③設計施工一括発注方式における、同種実績を参加要件とすることについて（入札参加条件として求

める同種実績の有無を確認） 

 ア．設計業務の完了実績として、5,000㎡

以上かつ免震構造の官公庁庁舎とした

場合（平成 19年以降、元請又は JV代表、

全面建替えに限る。） 

  イ．施工業務の完了実績として、5,000㎡

以上かつ免震構造の官公庁庁舎とした

場合（平成 19年以降、元請又は JV代表、

全面建替えに限る。） 

 実績有り 4   実績有り  11 

 一部条件を緩和すれば有り ※2 5   一部条件を緩和すれば有り ※3 3 

 無し 9   無し 4 

 ※2 緩和条件についての意見 

「基本設計」を含まない。用途を庁舎のみ

ではなく、「公共建築物」に広げる。民間

の事務所・病院・共同住宅を認める。PFI

事業を含める。など 

  ※3 緩和条件についての意見 

 用途を庁舎のみではなく、公共建築物や

民間建築物に広げる。JV 構成員としての

実績を認める。など 

       

④本事業における設定期間について（現在想定している工期の実現性の確認） 

 ア．平成 30年 9月契約から平成 33年 3月までの設計施工期間（基本設計含む）について 

 実現可能と考える 3    

 条件が合えば実現可能と考える ※4 11     

 難しいと考える 4     

 ※4 条件についての意見 

 基本設計の期間短縮。施工計画を実施設計に反映。設計施工一括発注方式による資材の先行発

注。外装や外構、植栽工事を冬期前に完了。降雪対策費用の計上。冬季養生屋根の仮設設置。施

工エリアの確保。など 
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⑤体制や JV組成について 

 ア．設計事務所との JV方式又は参加グル

ープの構成員方式が認められる場合 

  イ．市内施工会社との JV 方式(出資比率

60％以上)での参加を条件とした場合 

 JV方式等で参加する 16   問題ない 6 

 単体企業で参加可能なため検討せず 2   検討が必要 ※5 10 

 参加しない 0   参加は難しい 2 

 ※5 検討が必要についての意見 

 米沢市内業者の会社数によっては、参加資格が限定される。市内施工会社との協議が必要。条

件は緩いほうが望ましい。山形県内業者まで範囲を広げることが望ましい。予算の状況により市

内施工業者にも負担が及ぶ。など 

  

⑥地域振興対策について（地域振興へ寄与する対策の度合いを、受注者側がどう捉えているかを確認） 

 区分 高い 
どちらとも

言えない 
低い 

 ア．工事区分の分離（外構工事その他） 12 4 2 

 イ．市外企業と市内企業の JV組成 9 8 1 

 ウ．市内企業への労務等の発注（協力企業） 13 4 1 

 エ．市内企業からの資材購入 9 8 1 

 オ．その他市内企業からの調達 10 7 1 
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⑶ 設計事務所（回答 9社） 

①営業所の所在  ②本事業への関心について 

米沢市内に営業所がある 0   大いに関心がある 6 

 山形県内に営業所がある 0   関心はあるが条件による ※1 3 

 山形県内事業者 1   関心はない 0 

 山形県外事業者 8     

 ※1 条件についての意見 

 工法・仕様の条件。他の仕事の状況。実績やノウハウがどの程度活かせるのか。県内実績等の

参加条件。など 

③同種実績を参加要件とすることについて  ④本事業における設定期間について（現在想定

している工期の実現性の確認） 

 ア．設計業務の完了実績として、5,000㎡

以上かつ免震構造の官公庁庁舎とした

場合（平成 19年以降、元請又は JV代表、

全面建替えに限る。） 

  ア．平成 30 年 9 月契約から平成 33 年 3

月までの設計施工期間（基本設計含む）

について 

 実績有り 5   実現可能と考える 1 

 一部条件を緩和すれば有り ※2 3   条件が合えば実現可能と考える ※3 7 

 無し 1   難しいと考える 1 

 ※2 緩和条件についての意見 

JV参加を認める。類似事業を認める。規模を 4,000㎡以上とする。免震構造を除外する。など 

 ※3 条件についての意見 

 平面形状の工夫や申請業務の工夫。後戻りの無い設計と施工。発注者とのスムーズな打合せ、

市役所内部での迅速な検討・決定。降雪に対する対策。仮設費用を見込んだ予定価格。実施設計

完了時の請負金額協議期間。など 

⑤体制や JV組成について 

 ア．設計施工一括発注方式において、工事会社との JV 方式または参加グループの構成員（協力

企業）としての参画について 

 問題ない 5    

 検討が必要 ※4 3     

 参加は難しい 1     

 ※4 検討が必要についての意見 

 募集要項の内容による。出資が必要な場合参加の可否を判断。業務の分担、内容による。など 

⑥地域振興対策について（地域振興へ寄与する対策の度合いを、受注者側がどう捉えているかを確認） 

 区分 高い 
どちらとも

言えない 
低い 

 ア．工事区分の分離（外構工事その他） 4 5 0 

 イ．市外企業と市内企業の JV組成 6 2 1 

 ウ．市内企業への労務等の発注（協力企業） 7 2 0 

 エ．市内企業からの資材購入 7 2 0 

 オ．その他市内企業からの調達 7 2 0 

 


